
第1・2 策定の背景

第3 行財政改革プランの基本的な考え方

第4 行財政改革推進のための「３つの改革」

１ 分権改革に向けて ○役割分担の明確化

２ 実現に向けた方策

（１）県と市町村とのあり方検討会の設置

（２）市町村等の行政体制整備の支援

平成19年（2007年）3月

市長会、町村会と「県と市町村とのあり方検討会」を共同設置し、権限移譲をはじめとして幅広く議論
をしていきます。

合併を目指す市町村に対しては、「自主的な市町村の合併の推進に関する構想」を策定するなど、
市町村等の行政体制の整備を支援します。

長野県行財政改革プランの概要

①市町村等への権限移譲、②現地機関への権限委譲、③市町村の地域づくりと関係の深い県事業で
の連携の強化、④県の事務処理方法等の見直しによる利便性、迅速性の向上

　
　○少子・高齢、人口減少社会の到来

　○多様な活動主体の展開

　○地方分権と市町村合併の進展

　○財政の危機的状況の長期化

 
　
　　１ 中期総合計画に基づく施策を戦略的に実行
       するための行財政基盤の確立
　　２ 地方分権時代に即した持続可能な行財政
　　　 基盤の確立
　　３ スリムで効率的な行財政基盤の確立
　　４ 国が要請している集中改革プランへの対応

第１ 環境の変化 第２ 改革の必要性

　　　　　　【改革１】分権改革　　　【改革２】行政システム改革　　　【改革３】財政構造改革

　
 
    　　　 平成19（2007）年度 ～ 平成23（2011）年度（５年間）

１ 改革の３つの柱

２ 推進期間

【改革１】分権改革

○効率的な行政サービスの提供に向けた改革
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１ 行政システム改革に向けて ○民間との協働

○簡素で効率的な行政組織

○選択と集中による人員配置の最適化

２ 行政サービスのあり方・範囲の見直し

（１）事務事業の見直し

（２）民間等との協働の推進

（３）公営企業の見直し

①民間等への譲渡の推進、②病院経営の健全化等

３ 県組織のスリム化・効率化

（１）本庁部局の統廃合

（２）現地機関の見直し

（３）教育機関のあり方の検討

（４）警察組織のあり方の検討

①アウトソーシング（民間委託等）の推進、②指定管理者制度の導入施設、機関等の拡大、③市
場化テスト導入の検討、④地方独立行政法人化の検討

事務事業評価を活用した事務事業の見直し、事務事業評価などを組織、予算などと連動させる仕
組みづくり、事務事業見直しにつながる会計等の制度の見直しや職員提案制度を活用した事務改善
を実施します。

①事務事業評価の活用等、②事務事業見直しにつながる会計等の制度の見直し、③「業務改善
私の提案」の活用

　警察本部において、市町村合併の進展等に対応した警察組織のあり方の検討を行います。

民間等で行うことが可能な業務は原則として民間等で行うこととし、民間等の活力を引き出し、その
力やノウハウを生かしていくことを基本に置きます。(行政機構審議会民間協働専門部会（仮称）で審
議）

民間の経営手法による「県民」、「顧客」の利益の拡大と顧客の満足度の向上を目指し、県企業局で
提供している公共サービスの民間等への譲渡を推進するとともに、病院経営の健全化のための方策を
実施していきます。

新しい長野県の将来を見据えた中期総合計画の策定に合わせ、中期総合計画の方向性を踏まえ、
本庁部局のありかたの視点や組織のスリム化・効率化の観点から、従来行ってきた課の再編や担当
業務の移動にとどまらず、本庁部局の統廃合を含めた見直しを行います。（行政機構審議会で審議）

県民や市町村と直接接する機会の多い現地機関は、本庁にも増して利用のしやすさと利用者から見
たわかりやすさが重要であり、それが住民サービスの向上にもつながっていきます。利用者からの視点
に加え、組織のスリム化・効率化の観点を考慮しつつ、本庁、現地機関全体として、連携のとりやすい
組織にします。（行政機構審議会で審議）

　教育委員会において、高等学校再編整備の更なる検討や教育機関等のあり方の検討を行います。

【改革２】行政システム改革
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４ 適正な定員管理

＜年次別定員管理計画＞ 　（単位：人）

（注） ＊  「Ｈ18.4.1職員数」は総務省の「地方公共団体定員管理調査」による。
 　＊　「一般行政部門」は知事部局、議会事務局、行政委員会、病院、公営企業を含む。
 　＊　「教育部門」は教育委員会（事務局、高等学校及び県が人件費を負担している市町村立
　　　小中学校の教員・事務職員を含む。）、短期大学、看護大学を含む。

 　　　 ＊　年度別の数値は各年度の4月1日における人員削減目標数を示す。

５ 給与の適正化等

６ 外郭団体の見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）専門部会による検証

（２）基本方針等の見直し

１ 財政構造改革に向けて ○持続可能な財政構造の構築
○選択と集中による事業の重点化
○県債残高の縮減

２ 歳入確保に向けた取組　　　　　　　　　　　　　　　

（１）県税収入の確保

①産業の振興による税収確保、②徴収率の向上、③新税導入の検討

（２）受益者負担の適正化

①使用料・手数料の見直し、②未収金の縮減、③減免規定の見直し

3,812

区  分

6,813

合計

29,486

一般行政部門

教育部門

△ 903△ 93 △ 650

27,930△ 1,556

△ 716

63

H18.4.1
職員数

18,924

H23.4.1
職員数

5,910

H19 H20 H21 H22

603,749

△ 10 18,208

△ 96

△ 190

改革基本方針と改革実施プランの策定から２年が経過していることから、改めて改革基本方針と改
革実施プランに基づく見直しの進捗状況を検証します。（行政機構審議会外郭団体見直し検証専門
部会で審議）

△ 231

△ 4警察部門

合  計 △ 42 △ 226 △ 328

改革基本方針等の策定後の社会経済状況の変化などを踏まえ、改革基本方針や改革実施プラン
の見直しが真に必要な団体については、新たな方向性について検討を行います。審議会答申を経
て、平成19年度中に改革基本方針や改革実施プランの必要な修正を行い、順次その修正に係る見
直しを実施します。

受益者負担の適正化を図る観点から、使用料・手数料の見直しを徹底するとともに、未収金の縮減
に対する取組を強化します。また、減免規定のあり方について検討します。

H23

△ 25

△ 142△ 143

△ 39

7

△ 167

中長期的な観点から安定した財源を確保するため、産業振興策の総合的な展開や、徴収率の向上
に向けた取組の強化により県税収入の確保に努めるとともに、県独自の新税導入についても検討しま
す。

△ 793

　地域経済の状況や民間、国や他県の給与の動向なども注視しながら、更なる給与適正化への取組を行っ
ていきます。

【改革３】財政構造改革
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（３）県有財産の有効活用

（４）広告収入等その他財源の確保

①ネーミングライツの導入、②県の広報媒体等の活用、③宝くじ販売の促進

（５）臨時的財源の活用

①基金の活用、②県債の活用

３ 歳出削減に向けた取組　　　　　　　　　　　　　　　

（１）行政システム改革の推進（再掲）

（２）事業の見直し

（３）公債費負担の軽減

（４）効率的な予算執行

４ 行財政改革の効果と財政見通し

（１）行財政改革の効果

○県税収入の確保 億円

○受益者負担の適正化 億円

○県有財産の有効活用 億円

○広告収入等その他財源の確保 億円

○臨時的財源の活用 億円

○行政システム改革の推進 億円

○事業の見直し 億円

○公債費負担の軽減 億円

○効率的な予算執行 億円

※　金額は一般財源

歳
出
削
減

繰上償還による金利負担の軽減に努めるほか、 ＩＲ活動や商品性の向上による安定的な資金確保
を図ります。

31.8

41.3

509.2

事業の実施に当たり、最少の経費で最大の効果が得られるよう効率的な予算執行に努めることによ
り、経費の削減を徹底します。

財政構造改革の取組を徹底した上で、なお発生する財源不足に対しては、財政の健全性に留意し
つつ、臨時的な財源として基金や県債を活用します。

歳
入
確
保

550.0

・役割分担の明確化　・必要性等の確認　・状況変化への対応　・高度情報化の推進
・内部管理経費の縮減　・公共投資の重点化

限られた財源を効果的に活用し、真に必要な分野へ重点的に財源を配分するため、全ての事業に
ついて抜本的な見直しを行い、徹底した歳出の削減を図ります。

717.5億円

89.0

行政サービスのあり方や範囲の見直しをはじめ、適正な定員管理や給与の適正化、外郭団体の見
直しなど行政システム改革の推進により、歳出の削減を図ります。

200.0

　歳入確保・歳出削減の取組により、５年間で1,592億円程度の財源確保を図ります。

更なる歳入の確保を図るため、県有施設を活用したネーミングライツや広報媒体を活用した新たな
自主財源の確保策を実施します。

県が所有する土地や建物等について、今後利用する見込みのない財産は売却するなど、有効に活
用します。

874.8億円

5.4

152.1

13.5
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（２）財政見通し

第5 国への提言

第6 行財政改革プランの実施に当たって

県債残高(普通会計）

　行財政改革の効果を踏まえた財政見通しは次のとおりです。
今後も更なる歳入確保策や歳出削減策など追加の財源確保対策に取り組むことにより、
財政赤字を出すことなく、安定的な財政運営を行っていきます。

年　　 度

財源不足額

基金残高

H19 H20 H21 H22

△ 96

H23

（単位：億円）

△ 33 △ 72 △ 26 △ 34

55

15,027 14,829 14,566 14,350 14,125

220 187 115 89

　１ 国と地方の役割分担の見直し
　 　国と地方の役割分担を見直した上で、事務事業及び権限の移譲とともに、税財源の一体的な移譲を要
　　望していきます。

　２ 地方一般財源総額の確保
 　　地方税及び地方交付税など地方一般財源総額の確保とともに、計画的かつ安定的な財政運営を可能
    にする「中期地方財政ビジョン」の早期策定を要望していきます。

  ３ 直轄事業負担金の廃止
   　国の直轄事業と位置付けられた事業について、維持管理に要する経費も含め、地方公共団体から負担
　　金を徴収する制度は早期に廃止するよう要望していきます。

  １ 県民、市町村、関係団体等との対話
     県民や市町村、関係団体等に情報提供を行い、意見交換をしながらプランを実施していきます。

　２ 達成状況と財政見通しの公表
　  ■毎年度ごとに行財政改革プランの達成状況を取りまとめ、県民に公表していきます。
　   ■毎年度の予算編成に合わせて財政見通しの見直しを行い、公表していきます。

　４ その他
　  今後の状況変化に応じて、適宜、国に対して必要な提言を行っていきます。
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財　政　見　通　し（平成１９年２月）

（単位：億円）

年　　　度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 試　算　の　考　え　方

県　　　　　　税 2,601 2,720 2,819 2,933 3,059 

地方交付税等 2,744 2,655 2,588 2,511 2,426 

県　　　　　　債 926 924 915 905 893 

そ　　の　　他 2,065 2,066 2,069 2,069 2,070 

歳　入　合　計　　Ａ 8,336 8,365 8,391 8,418 8,448

義　　務　　費 4,304 4,277 4,288 4,205 4,179 

人　件　費 2,739 2,721 2,667 2,617 2,574 

扶　助　費 129 130 131 132 133 

公　債　費 1,436 1,426 1,490 1,456 1,472 

投　資　的　経　費 1,528 1,528 1,528 1,528 1,528 

補　助　・　直　轄 981 981 981 981 981 

単　　　　独 443 443 443 443 443 

災　害　復　旧 104 104 104 104 104 

そ の 他 行 政 経 費 2,600 2,643 2,697 2,761 2,825 

歳　出　合　計　 Ｂ 8,432 8,448 8,513 8,494 8,532 

 差　　　引   Ｃ＝Ａ－Ｂ △ 96 △ 83 △ 122 △ 76 △ 84

 追加の財源確保対策 D 50 50 50 50 今後の追加的取組によるもの

 財源不足額 Ｃ＋Ｄ △ 96 △ 33 △ 72 △ 26 △ 34

基　金　残　高 220 187 115 89 55

県債残高（普通会計） 15,027 14,829 14,566 14,350 14,125 18年度（12月補正後見込） 15,200億円

｢日本経済の進路と戦略」による名目経済成長率
（H20：2.8、H21：3.3、H22：3.7、H23：3.9%）に基づき
試算

事業債は20年度以降19年度当初と同額
臨時財政対策債は交付税の伸率に連動
行政改革推進債は毎年度100億円発行

県税・臨時財政対策債等と合わせ地方一般財源総
額を同額と仮定

使用料・手数料の見直し等歳入確保の取組を反映

給与費･退職手当等の所要額を推計
行政システム改革の取組を反映

過去の実績等を勘案して推計

過去の借入分は償還計画により算定
今後の借入分は発行見込額により推計
繰上償還による負担軽減を反映

20年度以降19年度当初と同額

20年度以降19年度当初と同額

20年度以降19年度当初と同額

県税交付金等は税収に連動
民生関係費の増額、事業見直し・行政システム改
革・効率的な予算執行等歳出削減の取組を反映

 

 


	03-2gyoukakupuran.pdf
	gyoukaku2.pdf

